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[4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案(31) 

 特許認容後の異議申し立て制度の導入【1】 

②「異議申し立て制度の趣旨」③ 

 なぜこのように２段階に分かれたのか。根本的には特許に対する業界間の対立にある。

米国においても特許権の保護を求める業界（たとえば製薬会社など）ではそもそも異議を

認めることに難色を示している。一方、特許権の保護をそれほど強めたくない業界（技術

革新が激しい IT 企業など）は訴訟費用による負担が重く、異議制度への関心は高かった。

その差は NPE（特許不実施団体）の存在にある。薬品など一定以上の研究設備等がなけれ

ば開発できない特許権は NPE の標的になることは少ないが、アイデアを中心とする IT 業

界では NPE に特許権を先願されて突然特許紛争が起きるリスクが発生するため、どうして

も NPE の標的になりやすい。権利の安定性という概念を考えれば、異議を安易に認めるこ

とは難しい反面、特許訴訟によって争うことは高いコストという代償を伴うことから、こ

のような異議制度を導入した経過がある。 
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